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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第11期

第２四半期
連結累計期間

第12期
第２四半期
連結累計期間

第11期

会計期間
自 2022年10月１日
至 2023年３月31日

自 2023年10月１日
至 2024年３月31日

自 2022年10月１日
至 2023年９月30日

売上高 (千円) 1,864,503 1,652,559 3,560,973

経常利益 (千円) 89,827 11,429 108,982

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 59,714 1,675 52,860

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 59,319 2,666 54,463

純資産額 (千円) 771,064 699,049 691,602

総資産額 (千円) 2,075,743 2,334,794 1,927,100

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 39.00 1.18 35.33

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 38.31 1.17 34.78

自己資本比率 (％) 36.7 29.1 35.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) △25,048 △44,510 83,241

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △115,002 △184,271 △101,100

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 78,229 459,072 186,605

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 1,007,081 1,467,938 1,237,649
 

 

回次
第11期

第２四半期
連結会計期間

第12期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年３月31日

自　2024年１月１日
至　2024年３月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 14.28 2.19
 

(注) 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、第１四半期連結会計期間において、株式の取得に伴い、ウェブココル株式会社を持分法適用関連会社化して

おります。この結果、当社グループは、当社、子会社１社及び関連会社１社により構成されることとなりました。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

（１）経営成績の状況

我が国のインターネット広告市場において、2023年のインターネット広告費（注１）が３兆3,330億円（前年比

7.8％増）と広告費全体の45.6％を占めるまでに引き続き高い成長をしており、足元では、新型コロナウイルス感

染症の行動制限撤廃等によるインバウンド需要の拡大や好調な企業業績により経済・社会活動が回復基調となり

ました。

一方、長期化するウクライナ情勢、中東地域を巡る地政学的リスクの高まりや物流費・人件費をはじめとした

さまざまなコスト増加等により、依然として景気の先行きは不透明な状況が続いております。

このような環境のもと、当社グループは「カスタマーの意思決定を円滑に　―デジタルの力でクライアントと

エンドユーザー双方の利益をLIFTします―」というビジョンを掲げ、①広告・コンサルティングサービス領域、

②ブランド・メディアサービス領域という２つのサービス領域を顧客ニーズに合わせて柔軟に組み合わせて提供

することで、多種多様なお客様に対して、幅広く「統合デジタルマーケティング事業」を提供いたしました。

広告・コンサルティングサービス領域では、一部大口取引先のマーケティング予算抑制の影響および受注状況

が鈍化したこと、当社グループ成長のための株式取得費用、内部管理体制の先行投資や貸倒リスクの対応を実施

したことにより、業績の成長は鈍化しましたが、当社グループ事業の成長エンジンと位置付けているブランド・

メディアサービス領域については成長拡大しております。

 
以上の結果、当第２四半期連結累計期間における売上高は1,652,559千円（前年同期比11.4%減）、営業利益は

9,447千円（同89.4%減）、経常利益は11,429千円（同87.3%減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,675千

円（同97.2%減）となりました。

 
なお、当社グループは、統合デジタルマーケティング事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載

は省略しております。

 
（注１）出典：株式会社電通「2023年日本の広告費」2024年２月27日
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（２）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における総資産は2,334,794千円となり、前連結会計年度末と比べ407,694千円の

増加となりました。これは、主に現金及び預金が230,289千円及び投資有価証券が138,142千円増加したことによ

るものです。

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債は1,635,745千円となり、前連結会計年度末と比べ400,247千円の増

加となりました。これは、主に短期借入金が125,004千円、1年内返済予定の長期借入金が152,098千円及び長期借

入金が180,876千円増加したことによるものであります。

（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産は699,049千円となり、前連結会計年度末と比べ7,447千円の増加

となりました。これは、主に新株予約権が3,687千円増加したことによるものです。

 
(３)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,467,938千円とな

り、前連結会計年度末と比べ230,289千円の増加となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、44,510千円の支出となりました（前年同期は25,048千円の支出）。

これは主として、税金等調整前四半期純利益11,645千円及びのれん償却額15,323千円の計上があった一方、未

払金24,160千円及び未払消費税等39,836千円の減少、法人税等の支払額12,930千円があったことによるもので

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、184,271千円の支出となりました（前年同期は115,002千円の支

出）。これは主として、投資有価証券の取得による支出136,000千円及び敷金及び保証金の差入による支出

47,232千円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、459,072千円の収入となりました（前年同期は78,229千円の収入）。

これは主として、短期借入れによる収入350,000千円、長期借入れによる収入408,000千円があった一方、短期

借入金の返済による支出224,996千円、長期借入金の返済による支出75,026千円によるものです。

 
（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 
（５）経営方針・経営戦略等

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 
（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

 
（７）研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 5,000,000

計 5,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2024年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2024年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 1,560,400 1,560,400
 東京証券取引所
（グロース市場）

完全議決権株式であり、株主と
しての権利内容に何ら制限のな
い当社における標準となる株式
であります。なお、単元株式数
は、100株であります。

計 1,560,400 1,560,400 ― ―
 

(注)提出日現在の発行数には、2024年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2024年１月１日～
2024年３月31日

― 1,560,400 ― 138,010 ― 132,260
 

 

(5) 【大株主の状況】

2024年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

百本　正博 東京都世田谷区 494,100 34.78

株式会社フリークアウト・
ホールディングス

東京都港区六本木６丁目３番１号 480,000 33.79

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 34,738 2.44

楽天証券株式会社 東京都港区南青山２丁目６番21号 34,700 2.44

海老根　智仁 東京都港区 18,100 1.27

岸田　佳祐 東京都豊島区 17,000 1.19

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番10号 16,000 1.12

有限会社ＥＩＦ 東京都港区六本木２丁目２番６号６Ｆ 15,000 1.05

鈴木　智博 石川県金沢市 13,000 0.91

株式会社証券ジャパン 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２番18号 10,000 0.70

計 ― 1,132,638 79.73
 

(注)上記のほか当社所有の自己株式139,953株があります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2024年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 139,900
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 1,419,700
 

14,197

完全議決権株式であり、権利内容
に何ら限定のない当社における標
準となる株式であり、１単元の株
式数は、100株であります。

単元未満株式
 

普通株式 800
 

 
― ―

発行済株式総数 1,560,400 ― ―

総株主の議決権 ― 14,197 ―
 

(注)「単元未満株式」欄の株式数「普通株式800株」には、当社所有の自己株式53株が含まれております。

② 【自己株式等】

2024年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社デジタリフト

東京都渋谷区神宮前
六丁目17番11号

139,900 ― 139,900 8.96

計 ― 139,900 ― 139,900 8.96
 

(注)当社は単元未満の自己株式53株を所有しております。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2024年１月１日から2024年

３月31日まで)及び第２四半期連結累計期間(2023年10月１日から2024年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2023年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(2024年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,237,649 1,467,938

  受取手形、売掛金及び契約資産 496,274 484,616

  その他 16,068 43,234

  流動資産合計 1,749,992 1,995,790

 固定資産   

  有形固定資産 6,221 25,749

  無形固定資産   

   のれん 132,803 117,479

   無形固定資産合計 132,803 117,479

  投資その他の資産   

   投資有価証券 0 138,142

   その他 38,083 57,632

   投資その他の資産合計 38,083 195,775

  固定資産合計 177,108 339,004

 資産合計 1,927,100 2,334,794

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 309,466 301,336

  短期借入金 437,502 562,506

  1年内返済予定の長期借入金 103,946 256,044

  未払法人税等 16,018 9,650

  未払消費税等 46,645 6,809

  その他 144,268 140,871

  流動負債合計 1,057,846 1,277,217

 固定負債   

  長期借入金 173,661 354,537

  資産除去債務 3,990 3,991

  固定負債合計 177,651 358,528

 負債合計 1,235,498 1,635,745

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 137,463 138,010

  資本剰余金 131,713 132,260

  利益剰余金 558,101 559,777

  自己株式 △149,981 △149,981

  株主資本合計 677,296 680,066

 新株予約権 12,163 15,850

 非支配株主持分 2,141 3,132

 純資産合計 691,602 699,049

負債純資産合計 1,927,100 2,334,794
 

 

EDINET提出書類

株式会社デジタリフト(E36961)

四半期報告書

10/19



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

売上高 1,864,503 1,652,559

売上原価 1,417,255 1,275,359

売上総利益 447,247 377,200

販売費及び一般管理費 ※  358,283 ※  367,752

営業利益 88,963 9,447

営業外収益   

 受取利息 160 5

 受取手数料 1,780 2,998

 助成金収入 1,100 -

 持分法による投資利益 - 2,142

 その他 163 788

 営業外収益合計 3,203 5,935

営業外費用   

 支払利息 1,774 3,449

 その他 565 503

 営業外費用合計 2,339 3,953

経常利益 89,827 11,429

特別利益   

 新株予約権戻入益 - 216

 固定資産売却益 - 0

 特別利益合計 - 216

特別損失   

 固定資産除却損 - 0

 特別損失合計 - 0

税金等調整前四半期純利益 89,827 11,645

法人税、住民税及び事業税 30,120 7,360

法人税等調整額 △467 1,618

法人税等合計 29,652 8,979

四半期純利益 60,175 2,666

非支配株主に帰属する四半期純利益 460 990

親会社株主に帰属する四半期純利益 59,714 1,675
 

EDINET提出書類

株式会社デジタリフト(E36961)

四半期報告書

11/19



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

四半期純利益 60,175 2,666

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △855 -

 その他の包括利益合計 △855 -

四半期包括利益 59,319 2,666

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 58,945 1,675

 非支配株主に係る四半期包括利益 374 990
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
　至　2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
　至　2024年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 89,827 11,645

 減価償却費 2,291 680

 のれん償却額 5,107 15,323

 株式報酬費用 2,091 3,903

 受取利息 △160 △5

 支払利息 1,774 3,449

 持分法による投資損益（△は益） - △2,142

 売上債権の増減額（△は増加） △448,179 11,657

 仕入債務の増減額（△は減少） 325,155 △8,130

 未払金の増減額（△は減少） 11,256 △24,160

 未払消費税等の増減額（△は減少） 1,392 △39,836

 その他 1,523 △212

 小計 △7,918 △27,827

 利息の受取額 5 5

 利息の支払額 △1,931 △3,758

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △15,203 △12,930

 営業活動によるキャッシュ・フロー △25,048 △44,510

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 投資有価証券の取得による支出 △9,999 △136,000

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△107,967 -

 敷金及び保証金の差入による支出 - △47,232

 敷金及び保証金の回収による収入 2,964 -

 その他 - △1,039

 投資活動によるキャッシュ・フロー △115,002 △184,271

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 350,000 350,000

 短期借入金の返済による支出 △150,000 △224,996

 長期借入れによる収入 - 408,000

 長期借入金の返済による支出 △27,698 △75,026

 新株予約権の発行による収入 3,510 -

 新株予約権の行使による株式の発行による収入 1,826 1,094

 自己株式の取得による支出 △70,601 -

 
自己株式取得のための預託金の増減額（△は増
加）

△28,807 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー 78,229 459,072

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △61,821 230,289

現金及び現金同等物の期首残高 1,068,902 1,237,649

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,007,081 ※  1,467,938
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間より、株式を取得したウェブココル株式会社を持分法適用の範囲に含めています。

 
(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2022年10月１日
至　2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年10月１日
至　2024年３月31日)

給与手当 138,146 千円 140,704 千円
 

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年10月１日
至 2024年３月31日)

現金及び預金 1,007,081 千円 1,467,938 千円

現金及び現金同等物 1,007,081 千円 1,467,938 千円
 

 
(株主資本等関係)

　前第２四半期連結累計期間（自　2022年10月１日　至　2023年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の金額の著しい変動

2022年12月21日開催の取締役会決議に基づき、自己株式65,100株の取得を行いました。この取得等により、当

第２四半期連結累計期間において自己株式が70,601千円増加しております。

これらの結果、当第２四半期連結会計期間末の自己株式の残高は70,646千円となっております。

 
　当第２四半期連結累計期間（自　2023年10月１日　至　2024年３月31日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

 
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 
３．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループは、統合デジタルマーケティング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、統合デジタルマーケティング事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益

をサービス区分に分解した情報は、以下のとおりであります。

 
サービス別の内訳  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
（自 2022年10月１日
 至 2023年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 2023年10月１日

   至 2024年３月31日）

広告・コンサルティングサービス領域
 
ブランド・メディアサービス領域

1,781,615
 

82,888

1,561,675
 

90,884

顧客との契約から生じる収益 1,864,503 1,652,559

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 1,864,503 1,652,559
 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以

下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2022年10月１日
至 2023年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2023年10月１日
至 2024年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益 39円00銭 1円18銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 59,714 1,675

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

59,714 1,675

普通株式の期中平均株式数(株) 1,531,136 1,420,210

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 38円31銭 1円17銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 27,516 16,448

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結
会計年度末から重要な変動があったものの概要

meyco株式会社
第1回新株予約権

新株予約権の数 250個
(普通株式)    250株

 
―
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

　　2024年５月14日

株式会社デジタリフト

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

東京事務所
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小 出　 健 治 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 鶴 　 彦 太 

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社デ

ジタリフトの2023年10月１日から2024年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2024年１月１日

から2024年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年10月１日から2024年３月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連

結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社デジタリフト及び連結子会社の2024年３月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監

査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子

会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明

の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成するこ

とが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に

基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに

ある。

 
四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から

四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
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して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が

認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期

レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四

半期連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表

明することが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいている

が、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半

期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、

単独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の

重要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講

じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に

ついて報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

 
以 上

 

 

(注) １．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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